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　一人当たりの働き度が相当上がってい

　ることに加え、慢性的な要員不足も続

　いている。
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東日本大震災緊急燃料輸送、コロナ禍の輸送を通じた社会的使命の向上

自然災害の激甚化・頻発化による大規模な輸送障害の発生
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１５年前と比較しただけでも、大規模災害による影響は

激増している。輸送障害の頻発に伴い、その対応に当た

る組合員の労苦も増大している。
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堂々と要求を掲げ、闘いに結集しよう！！
２０２２年度年末手当獲得闘争スタート！
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＜ＪＲ貨物の期末手当支給月数（発足時～2021年度・特徴的な年度を抜粋）＞
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社員数は発足時の半数以下に減少 → 働き度の向上、要員不足

11,671 11,864 10,139
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年間賞与
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中央本部は１０月１８日、２０２２年度年末手当について「基準内賃金×２．９カ月」の要求を申し入れました。

この「２．９カ月」という数字は、２．０カ月以上のボーナスを経験していない世代にとっては「高すぎる」と感

じるかもしれません。実際に妥結額との乖離が大きい状況も続いており、実感が持てないのも無理はありません。

過去はどうであったのか、ＪＲ貨物会社発足当時から現在までの期末手当支給月数を下図で振り返ってみましょう。

・１９８９～１９９５年度は、年間賞与額は５カ月を超え、時には３．０５カ月の年末手当支給もありました。

１９９８年度まで年間賞与額は４カ月以上が当たり前であったことから、決して高い要求額ではありません。

・年間賞与額が２．４カ月という超低水準となった２０１３年度は、あまりの低額支給のためローンの返済に支

障が出る事態も発生しました。私たちにとって期末手当は月々の不足分を補填するための「生活給」であり、

会社は社員の生活を保障する責任があるのです。

・会社は「期末手当は業績給」との考え方を示し続けてきました。その考えが正しければ、労使一体となって悲

願であった鉄道事業部門黒字化を達成し、史上最高額の９１億円という経常利益となった２０１７年度の期末

手当は、年間３．２４カ月という低額にはならないはずです。

『命を守る鉄道として大きな成果をあげた』
2011年５月 「東日本大震災でJR貨物が果たした役割」 大畠国土交通大臣国会答弁

『公的ミッションを背負う唯一無二の存在』
2022年7月 国交省「今後の鉄道物流の在り方に関する検討会」 中間とりまとめ

２０２２年度年末手当満額獲得にむけた貨物労組の主張！

あらゆる面で組合員の労苦は増大している！
そして、私たちの『労働の価値』は飛躍的に高まっている！！
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一、新型コロナを理由とした運休は１本も無い！

一、度重なる自然災害・輸送障害に対応！

一、計画未達を理由とした手当削減は許さない！

一、急激な物価上昇が生活を直撃している！

・ＪＲ旅客各社や私鉄各社がコロナ禍による労働力不足や利用者の減少を理由に運休や減便を実施する中、ＪＲ貨

物会社においては新型コロナを理由に運休した列車は１本もありませんでした。これは組合員とその家族が、日々

感染予防に努めてきた結果です。

・特に第７波の発生時においては、毎日のように職場で陽性者・

濃厚接触者が発生し要員がひっ迫する状況の中、必死に輸送

を守り抜いてきました。

・今年度も台風や豪雨が相次ぎ、日常的に列車の乱れが発生しました。要員不足やコロナ禍の

影響もあり、乗務員の長時間抑止も頻発する中、列車を止めないよう努力を重ねてきました。

・豪雨災害によって奥羽本線は２カ月に亘って寸断され、その間組合員は迂回輸送やトラック・

船舶による代行輸送を担ってきました。さらにサポート転勤や助勤を担い、挽回輸送にも対応

し、収入の確保にむけて最大限努力してきました。

・2022春闘では平均300円の賃上げが実施されたものの、消費者物価指数の増加は１３

カ月連続となり、９月には３％上昇に達したため、物価上昇を補うことができていません。

・私たちにとって期末手当は、月々の不足分を補填するための「生活給」です。生活が安定

しなければ、質の高い労働力を会社に提供することはできません。また、賃金・手当の面で

不安を感じて退職者が増加したり、求人の段階で「選択されない企業」になるようなことが

あれば、会社は成り立たなくなってしまいます。

・２０２２年度事業計画について、会社は７月期改訂に続き１０月期改訂も行ない、経常利益については年度初計

画から実に３８億円もの下方修正を行ないました。中央本部は、年度初から再三に亘って「収入計画が高すぎる

のではないか」と指摘し、職場が計画未達とコスト削減に振り回されている状況を伝えてきました。

・人事賃金制度の改正により『家族手当』が基準外賃金となったため、期末手当に反映

されなくなりました。電気代や公共料金等も上がり、家族を養うのも大変な状況が続い

ています。２．９カ月という要求額には、『家族が安心して生活を送ることができ、生活

設計がしっかりできるような期末手当が必要』という切実な要求も含まれています。

・職場の組合員は与えられた通常業務を全うすることはもちろん、突発的な作業

にも対応し輸送を担っています。また、会社が打ち出すあらゆる施策に対しても、

協力を惜しみませんでした。私たちは、十分に責任を果たしてきたと言えます。

同じように、経営陣には計画を立て、それを達成していくという責任があります。

よって、計画未達の責任を私たちに押し付け、期末手当を削減するようなことが

あってはなりません。

一人一人が堂々と声を上げ、団結して最後まで闘い抜こう！

２０２２年度年末手当満額獲得にむけた貨物労組の主張！

経営陣の仕事は、世の中

の動き、お客様のニーズ

など、自社を取り巻く環境

を分析して、方向性を決

定することです。

そして、私たちの『労働の価値』は飛躍的に高まっている！！


